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令和２年９月

 令和２年度に発注予定の一部工事を対象に、任意着手方式による余裕期間制度を試行的に

導入します。 

１ 対象工事 

  対象工事は、入札公告（別紙１）において「余裕期間制度（任意着手方式）試行対象工

事」である事を示すとともに、契約図書に「余裕期間に関する特記仕様書」（別紙２）を

添付して契約を締結します。 

２ 余裕期間について 

  余裕期間とは、契約日から工事着手日の前日までを指し、工事の円滑な施工体制の確保

を図るため、事前に労働者の確保や現場に搬入しない資材等の準備等を行うことができる

期間です。 

  今回試行的導入する「余裕期間制度（任意着手方式）」は、契約日から工事着手期限日

（案件ごとに公社が定める日）までの期間において、受注者が任意に工事着手日を選定で

きます。（「工事着手日通知書」提出）なお、なんらかの理由により、工事着手期限日以

降に契約締結となった場合は、余裕期間は適用しないこととします。 

「工事着手日通知書」は、資格審査書類（技術者届出書等）とともに提出します。 

（入札時より、あらかじめ工期の設定をお願いします） 
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（注１） 任意着手方式で、契約締結後において、工事始期（着手日）の変更の必要が生じ

た場合は、監督員と協議の上、工期に係る契約を変更することにより、工事に着

手することができる。 

 

３ 余裕期間における技術者配置について 

  余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者の配置を要しません。 

  また、入札参加資格で求められる技術者等の配置要件は、工事着手期限日以降に適用す

るものとして、開札後、落札候補者となった事業者について審査します。 

  該当工事への入札を検討される場合には、配置予定の技術者が現在従事している工事

が、「工事着手期限日（公社が定める日）」前日までに必ず完了することを確認してくだ

さい。 

 

４ 現場代理人の常駐について 

  余裕期間内は、工事請負約款第11条に定める現場代理人の常駐を要しません。 

なお、工事着手日以降は、現場代理人常駐義務の緩和措置を適用することができます。 

 

５ 配置予定技術者の変更について 

  該当工事の配置予定技術者が、現在従事中の工事が工期延期等により「工事着手期限

日」の前日までに終了しないことが判明した場合、技術者の変更を認めます。 

  工期延期等が判明し次第速やかに、契約係に「配置技術者（変更）届出書」を提出して

ください。 

  なお、変更届出書は余裕期間中に提出してください。工事着手日以降に別工事に従事し

ていることが判明した場合は、建設業法等に違反し契約を解除することがあるので、ご注

意ください。 

 

６ その他 

（１） 余裕期間における準備等について 

余裕期間内は、労働者の確保、現場に搬入しない資材等の準備、関係者との協議など

を行うことができますが、現場への資材の搬入や仮設物の設置など工事着手と判断さ

れる準備等を禁止します。なお、余裕期間内に行う準備は原則として請負人の責によ

り行うこととします。 

 

（２） 工事着手後から工事着手期限日までにおける準備等について 

工事着手後であれば、技術者及び現場代理人が配置されているので、以下のような準

備工事が可能です。 

・交通管理者（警察）、埋設企業者、その他関係者との協議 

・地元住民・企業等との調整、工事のお知らせの配布 

・現場踏査、写真撮影、既設施設調査、現地測量等 

＜問合せ先＞ 

総務課 契約係 

電話：045-641-3124 
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（別紙１）公告記載例 

1 ページ目一部省略 落札候補者 

2 ページ目 
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余裕期間に関する特記仕様書

 本工事は、請負人の円滑な工事施工体制の確保を図るため、次のとおり余裕期間を設定した工事で

ある。

１ 余裕期間及び実施工期

（１） 余裕期間 ： 契約締結日から工事の始期前日まで

（２） 実施工期 ： 工事着手日から完成期限まで

（３） 工事着手期限日：令和２年〇月〇日（案件ごとに公社が定める日）

※上記の工事着手期限日以降に契約締結となった場合には、余裕期間は適用しない。

２ 余裕期間における技術者の配置について

  余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を設置することを要しない。また、現場代理人の常駐

を要しない。

３ 工事着手届出書

  工事請負契約約款第３条に定める、工事着手届出書は工事着手日に提出すること。

４ 現場代理人選定通知書

工事請負契約約款第 11 条の規定による現場代理人の通知（現場代理人等選定通知書）は工事着手

日に提出すること。

なお、配置技術者届出書提出時点において、届出の技術者が他の工事に従事していた場合には、

その工事が終了していることを示す書類（工事完成検査結果通知書類・CORINS 登録書等）の写し

を提出すること。なお、書類の提出ができない場合は、他工事に従事していない旨の報告書（様式

不問）の提出、または協議記録に記載するなど、確認を公的な記録とすること。

  配置技術者について、着手日以降に別工事に従事していることが判明した場合は、（ただし、工事

の終了を示す書類等の提出がある場合を除く。）建設業法等に違反するため、契約を解除すること

がある。

５ 請負代金内訳書及び工程表

  工事請負契約約款第４条にかかわらず、請負代金額内訳書及び工程表は、工事着手日に監督員に

提出すること。請負代金額内訳書については、監督員と協議の上必要な準備等を行うこと。

  また、工程表については、余裕期間、工事着手日及び完成期限日を明記すること。

６ 余裕期間における準備等について

  余裕期間内は、労働者の確保、現場に搬入しない資材等の準備などを行うことができるが、資材

の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはならない。なお、余裕期間内に行う準備は請負人の

責により行うものとする。
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７ 前払金について

請負人は、工事請負契約約款第 35 条第１項の規定にかかわらず、工事着手日以降でなければ、発

注者に対して前払金の支払いを請求することはできない。

８ ＣＯＲＩＮＳへの登録について

  技術者の従事期間は、実施工期をもって登録するものとする。（余裕期間を含まないことに留意す

るものとする。）



工 事 着 手 日（工事始期）通知書

  令和  年  月  日  

公益財団法人横浜市建築保全公社 理事長

商号又は名称

所在地

代表者職氏名   印

次のとおり、工事着手日（工事始期）を定めましたので通知します。 

契約工事名 

工事場所 

工事着手期限 令和   年  月  日 

工事着手日

（工事始期） 
令和   年  月  日 

工期 
工 事 着 手 日（工事始期） から

令和  年  月  日まで （    日間） 

備 考

余裕期間中に

おける連絡先

氏名

電話

※1 条件付一般競争入札の場合には、資格確認資料提出日に、本通知書を提出すること。

※2 契約書には本通知書により通知した工期を記載する。
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